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１．事業主体概要

	 eq \o\ad(事業主体名,　　　　　)
	医療法人社団沖田内科医院

	法人の種類
	医療法人

	代表者名
	理事長　沖田　琇二

	所在地
	島根県浜田市蛭子町２０番地１

	ホームの運営理念
	1.安心と安らぎのあるホームになるようにいたします。

2.利用者個人の秘められた力を活かし、尊厳のある豊かな時間を提供い

たします。

3.地域に密着し、開かれたホームになるようにいたします。



	他の介護保険関連の事業
	介護老人保健施設事業　　　　「さざんか」

通所リハビリテーション事業

短期入所療養介護事業　
訪問リハビリテーション事業

訪問看護事業　　　「沖田内科医院」

　　　　　　　　　「金城沖田医院」



	他の介護保険以外の事業
	沖田内科医院

金城沖田医院


２．ホーム概要

	ホーム名
	グループホームさくら

	ホームの目的
	認知症によって自立した生活が困難になった利用者に対して、家庭的な環境のもとで、食事、入浴、排泄等の日常生活の世話及び日常生活の中での心身の機能訓練を行うことにより、安心と尊厳のある生活を、利用者がその有する能力に応じ可能な限り自立して営むことができるよう支援することを目的とします。

	ホームの運営方針
	①介護保険法並びに関係する厚生労働省令、告示の趣旨及び内容に沿ったものとします。
②利用者の人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるとともに、個別の介護計画を作成することにより、利用者が必要とする適切なサービスを提供します。
③利用者及びその家族に対し、サービスの内容及び提供方法についてわかりやすく説明します。
④適切な介護技術を持ってサービスを提供します。
⑤常に、提供したサービスの質の管理、評価を行います。

	ホームの責任者　
	陽だまり　小林次美　こもれび　神本慎二

	開設年月日
	平成１３年１１月1日

	保険事業者指定番号
	３２７１９００２５４

	所在地、電話・FAX番号
	島根県浜田市金城町七条ハ５６４番地１

（ＴＥＬ）0855-42-0500　（ＦＡＸ）0855-42-0037

	交通の便
	国道１８６号線七条バス停より徒歩３分

	敷地概要（権利関係）
	私有地

	建物概要（権利関係）
	構造：木造一部鉄骨造り平屋建　　延床面積： ７２７．７３ ㎡

	居室の概要
	全個室、全室洗面設備と冷暖房設備有り

	共用施設の概要
	他の事業所との共用施設は無し

	緊急対応方法
	金城沖田医院と医療の連携をとる

	防犯防災設備

避難設備等の概要
	消火器5器・非常口７箇所・火災通報装置・スプリンクラー設置・消火栓4箇所


３．職員体制（主たる職員）

	職員の職種
	員数　
	常勤
	非常勤
	保有資格
	職務内容

	
	
	 専従
	 eq \o\ad(兼務,　　)
	 eq \o\ad(専従,　　)
	 eq \o\ad(兼務,　　)
	
	

	管理者
	２人
	
	２
	
	
	介護福祉士２名
介護支援専門員１名

	従業者及び業務の実施状況の把握その他の業務の管理を一元的に行うと共に法令等において規定されている事業の実施に関し事業所の従業者に対し遵守すべき事項において指揮命令を行う。

	計画作成担当者
	２人
	
	２
	
	
	介護福祉士２名
介護支援専門員１名
	適切なサービスが提供されるよう介護計画を作成するとともに、連携する介護老人福祉施設、介護老人保健施設、医療機関との連絡調整を行う。

	介護職員
	20人
	2
	5
	6
	7
	介護福祉士　5名

	利用者に対し必要な介護及び日常生活上の世話、支援を行う。


４．勤務体制

	昼間の体制
	 6人（うち早出７：００～１６：００　2人、日勤９：００～１８：００　　　　　2人、遅出１１：００ 　～２０：００　2人）

	夜間の体制
	 2  人　宿直・夜勤の別：夜勤


５．サービス提供時間、利用定員、利用状況（令和7年8月１日現在）
	サービス提供時間
	２４時間体制

	日中時間帯
	7時～20時

	利用定員　内訳
	総定員　１８名　　１ユニット９名、２ユニットで１８名

	要介護度別
	要介護１：　2人　　要介護２：　8人　要介護３：　6人
要介護４：　2人　　要介護５：　0人


６．ホーム利用にあたっての留意事項
（1）利用対象者は、要介護者又は要支援２であって認知症の状態にあり、かつ次の各号を満たす者とします。
　　　①　少人数による共同生活を営むことに支障がないこと。
　　　②　自傷他害のおそれがないこと。
　　　③　常時医療機関において治療をする必要がないこと。
　（2）入居後利用者の状態が変化し、（1）に該当しなくなった場合は、退居してもらう場合があ

　　ります。
　（3）退居に際しては、利用者及び家族の意向を踏まえた上で、他のサービス提供機関と協議し
介護の継続性が維持されるよう、退居に必要な援助を行うよう努めます。
７．提供するサービスの内容及び費用について
　（1）提供するサービスの内容について
	サービス区分と種類
	サービスの内容

	（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画書の作成
	①　サービスの提供開始時に、利用者の心身の状況、希望及びその　
　置かれている環境を踏まえて、地域における活動への参加の機会
　の確保等、他の介護事業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービス内容を記載した（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画書又は（介護予防）短期利用認知症対応型共同生活介護計画書を作成します。
②　利用者に応じて作成した介護計画の内容について、利用者及び
　その家族に対して、説明し同意を得ます。
③（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画書又は（介護予防）短期利用認知症対応型共同生活介護計画書を作成した際には、当該（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画書又は（介護予防）短期利用認知症対応型共同生活介護計画書を利用者に交付します。
④　計画作成後においても、（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画書又は（介護予防）短期利用認知症対応型共同生活介護計画書の実施状況の把握を行い、必要に応じて介護計画の変更を行います。

	食　　　　　　　　事
	①　利用者ごとの栄養状態を定期的に把握し、個々の利用者の栄養状態に応じた栄養管理を行います。
②　摂食・嚥下機能、その他入所者の身体状況、嗜好を考慮した食事を適切な時間に提供します。
③　可能な限り離床して食堂で食事をとることを支援します。
④　食事の自立に必要な支援を行い、生活習慣を尊重した適切な時間に必要な時間を確保し、共同生活室で食事をとることを支援します。

	食事の提供及び介助
	①　食事の提供及び介助が必要な利用者に対して、介助を行います。
②　嚥下困難者のためのきざみ食、流動食等の提供を行います。

	入浴の提供及び介助
	１週間に2回以上、事前に健康管理を行い、適切な方法で入浴の提供又は清拭（身体を拭く）、洗髪などを行います。

	排泄介助
	介助が必要な利用者に対して、自立支援を踏まえ、トイレ誘導やおむつ交換を行います。

	離床・着替え・整容等

	①　寝たきり防止のため、できる限り離床していただくように配慮します。
②　生活リズムを考え、毎朝夕の着替えのほか、必要時に着替えを行います。
③　個人の尊厳に配慮し、適切な整容が行われるように援助します。
④　シーツ交換は、定期的に行い、汚れている場合は随時交換します。

	移動・移乗介助


	介護が必要な利用者に対して、屋内の移動、車椅子への移乗の介助を行います。

	服薬介助
	介助が必要な利用者に対して、配剤された薬の確認、服薬の介助、服薬の確認を行います。

	機能訓練
	日常生活動作を通じた訓練
	日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行います。

	
	レクリエーションを通じた訓練
	利用者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーションや歌唱、体操などを通じた訓練を行います。

	健康管理
	医師による2週間に1回の診察日を設け、利用者の健康管理に努めます。

	その他
	1 利用者の選択に基づき、趣味・趣向に応じた創作活動等の場を

提供します。

2 良好な人間関係と家庭的な生活環境の中で、日常生活が過ごせる
 よう、利用者と介護事業者等が、食事や掃除、洗濯、買い物、レクリエーション,外食、行事等を共同で行うよう努めます。
3 利用者・家族が必要な行政手続き等を行うことが困難な場合、同

意を得て代わって行います。

4 常に利用者の心身の状況や置かれている環境等の的確な把握に努

 め、利用者、家族に対し、その相談に応じるとともに、必要な支援

 を行います。

5 常に家族と連携を図り、利用者・家族との交流等の機会を確保し

 ます。


（2）介護保険給付サービス利用料金
　＜認知症対応型共同生活介護＞
	要介護度
	所定単位
	金　額

	認知症対応型共同生活介護費

（1日につき）
	要介護1
	753単位
	7,530円

	
	要介護2
	　788単位
	7,880円

	
	要介護3
	　812単位
	　　　　8,120円

	
	要介護4
	　828単位
	　　　　8,280円

	
	要介護5
	　845単位
	　　　　8,450円


　＜介護予防認知症対応型共同生活介護＞
	　　　　　　　　　要介護度
	　所定単位
	　　　金　額

	介護予防認知症対応型共同生活介護費（1日につき）

	　要支援2
	　749単位
	　　　　7,490円


　
＜短期利用認知症対応型共同生活介護＞　
	要介護度
	所定単位
	金　額

	短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき）
	要介護１
	781単位
	7,810円

	
	要介護２
	817単位
	8,170円

	
	要介護３
	841単位
	8,410円

	
	要介護４
	858単位
	8,580円

	
	要介護５

	874単位
	8,740円


　＜介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護＞
	要介護度
	所定単位
	金　額

	介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護（１日につき）

	要支援２
	777単位
	7,770円


＊利用者負担額は、上記金額のうち利用者の負担割合（１割、２割又は３割）に応じた額となります。
　（3）加算金額
　　　以下の要件を満たす場合、上記（2）の基本部分に以下の料金が加算されます。
　＜認知症対応型共同生活介護＞
	加算の種類
	加算及び算定の内容
	加算額

	初期加算

	入所後30日間に限り算定する1日当たりの加算料金です。
	300円


	医療連携体制加算
(Ⅰ)ハ

	事業所の従業者として、看護師を1名確保し、日常的な健康管理や、医療ニーズが必要となった場合に適切な対応が取れる等の体制を整備している場合に算定する加算料金です。
	370円

	サービス提供体制加算Ⅲ
	勤続7年以上の職員を30％以上配置
	60円

	協力医療機関連携加算
	協力医療機との間で、入所者等の同意を得て、当該入所者等の病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催している場合の加算です。
	1,000円

	入所者の入退院支援の取組み
	入所者が、病院又は診療所への入院を要した場合に、１月に６日を限度として算定する加算料金です。
	　　2,460円

	科学的介護推進体制加算

	利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の入所者の心身の状況等に係る基本的な情報を厚生労働省に提出し、必要に応じて介護計画を見直すなど、サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用している場合の加算です。
	40円

	介護職員処遇改善加算Ⅱ
	介護報酬総単位数×178/1000

	


　＜介護予防認知症対応型共同生活介護＞
	加算の種類
	加算及び算定の内容
	加算額

	初期加算
	入所後30日間に限り算定する1日当たりの加算料金です。
	300円

	サービス提供体制加算Ⅲ
	勤続7年以上の職員を30％以上配置

	60円

	協力医療機関連携加算
	協力医療機関との間で、入所者等の同意を得て、当該入所者等の病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催している場合の加算です。
	1,000円

	入所者の入退院支援の取組み
	入所者が、病院又は診療所への入院を要した場合に、
１月に６日を限度として算定する加算料金です。
	2,460円

	科学的介護推進体制加算
	利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の入所者の心身の状況等に係る基本的な情報を厚生労働省に提出し、必要に応じて介護計画を見直すなど、サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用している加算です。
	40円

	介護職員処遇改善加算Ⅱ
	介護報酬総単位数×178/1000


	


　＜短期利用認知症対応型共同生活介護＞

	加算の種類
	加算及び算定の内容
	加算額

	サービス提供体制加算Ⅲ
	勤続７年以上の職員を30％以上配置


	　　　60円

	医療連携体制加算
(Ⅰ)ハ

	事業所の従業者として、看護師を1名確保し、日常的な健康管理や、医療ニーズが必要となった場合に適切な対応が取れる等の体制を整備している場合に算定する加算料金です。
	370円

	介護職員処遇改善加算Ⅱ
	介護報酬総単位数×178/1000


	


　＜介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護＞
	加算の種類
	加算及び算定の内容
	加算額

	サービス提供体制加算Ⅲ
	勤続７年以上の職員を30％以上配置

	　　　60円

	介護職員処遇改善加算Ⅱ
	介護報酬総単位数×178/1000
	


    *利用者負担額は、上記金額のうち利用者の負担割合に応じた額となります。
（4）その他の費用について
　　以下の金額は利用料金の全額が利用者の負担になります。
	1 家賃
	1日当たり　1,050円

	2 食費
	朝食　400円／回　昼食　600円／回　夕食　600円／回
おやつ代　100円／日

	3 光熱費
	1日当たり　400円
電化製品を持ち込みされた場合には、1品に付き1日30円別途負担となります。

	4 理美容費
	実費

	5 おむつ代
	実費

	6 その他
	日常生活において通常必要となるものに係る費用で、利用者が負担することが適当と認められるもの。

・利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なもの。

・利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なもの。


　＊月途中における入退居については日割り計算としています。
　＊利用料の支払いを受けたときは、利用者又はその家族に対し、利用料とその他の利用料（個
　　別の費用ごとに区分）について記載した領収書を交付します。

８．非常災害対策について

　（1）非常災害が発生した場合、従業員は利用者の避難等適切な措置を講じます。また、管理者
　　 は、日常的に具体的な対処方法、避難経路及び協力機関等との連携方法を確認し、災害時に
　　 は避難等の指揮をとります。
　（2）非常災害に備え、定期的に地域の協力機関等と連携を図り、避難訓練を行います。
９．衛生管理について
　（1）事業を提供するのに必要な設備、備品等の清潔を保持し、常に衛生管理に留意します。
　（2）従業員は、感染症等に関する知識の習得に努めます。
１０．虐待の防止について
　　　事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置

　　を講じます。

(1)  成年後見制度の利用を支援します。

(2)  苦情解決体制を整備しています。

(3)  従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。それらの研修等   　
通じて、従業者の人権意識の向上や、知識・技術の向上に努めます。
(4)  個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。
(5)  従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が利用者等
の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。
１１．身体拘束について
　　　利用者等の生命または身体を保護するために緊急やむを得ない場合には、身体拘束が認め
　　られているが、これは、「切迫性」「非代替性」「一時性」の３つの要件を満たし、かつそれら
　　の要件の確認等の手続きが極めて慎重に実施されているケースに限ります。
　　　身体拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを
　　得ない理由を記録します。
１２．緊急時の対応方法について
　　　サービス提供中に、利用者の病状の急変が生じた場合、その他必要な場合には、速やかに
　　主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも
　　連絡します。また、主治医の判断により、下記協力医療機関に救急搬送等を行う場合があり

　　ます。
	協力医療機関名
	独立行政法人国立病院機構浜田医療センター

	診療科目､ﾍﾞｯﾄﾞ数等
	内科・外科・整形外科・麻酔科・循環器科・胃腸科・眼科・耳鼻咽喉科　　　等350床

	協力歯科医院
	 田中歯科医院 


１３．秘密保持について
　(1) 従業員は、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密保持を厳守します。
  (2) 従業員であった者が、業務上知り得た利用者または家族の秘密を漏らすことがないよう必
　 要な措置を講じます。
１４．事故発生時の対応方法について
　（1）利用者に対する介護サービス提供に当たって、賠償すべき事故が発生した場合は、速やか
　 　に損害賠償を行います。
  （2）前項の損害賠償のために、損害賠償責任保険に加入しています。

	　　
損害賠償責任保険加入先


	三井住友海上火災保険株式会社


１５．研修について
　　　従業者の質の向上を図るため、次のとおり研修の機会を設けています。
　　①　採用時研修　　採用後１ヶ月以内
　　②　経験に応じた研修　随時
１６．地域との連携について

　(1)  運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域との

　　交流に努めます。

　(2)  サービスの提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、浜田市役所の
　　職員、（介護予防）認知症対応型共同生活介護について知見を有する者等により構成される協

　　議会（以下「運営推進会議」という。）を設置し、概ね２月に１回運営推進会議を開催します。

　(3)  運営推進会議に対し、サ－ビス内容及び活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受

　　けるとともに、必要な要望・助言等を聴く機会を設けます。また、報告・評価・要望・助言

　　等についての記録を作成し、公表します。
１７．苦情処理について
　　利用者及び家族等からの苦情に対して、迅速かつ適切に対応するため、受付窓口の設置、担
　当者の設置、事実関係の調査の実施、改善措置、利用者及び家族に対する説明、記録の整備等
　必要な措置を講じます。

	　　　
苦情処理の対応方法
	利用者等からの苦情に対して、迅速かつ適切に対応する為、受付窓口の設置、
担当者の配置、事実関係の調査の実施、改善措置、利用者及び家族に対する説明、記録の整備等必要な措置を講ずるものとする。

	ホーム苦情相談窓口
	担当者氏名：神本慎二　TEL 0855-42-0500 ＦＡＸ　0855-42-0037

	外部苦情申立て機関
	機関名：市町村関係窓口及びその他関係機関
　　　　
　　　　島根県国民健康保険団体連合会
　　　　介護保険業務課苦情処理係
　　　　TEL 0852-21-2811 FAX　0852-21-2164
　　　　受付時間　9：00～17：00
　　　　浜田地区広域行政組合介護保険課
　　　　TEL 0855-25-1520

        受付時間　8：30～17：15
　　　　浜田市役所金城支所高齢者福祉課
　　　　TEL 0855-42-1235

        受付時間　8：30～17：15



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１８．ハラスメント対策について
　　適切な事業の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係
　を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業員等の就業環境
　が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じます。
１９.提供するサービスの第三者評価の実施状況
（１）第三者評価の実施の有無　　有
（２）実施した直近の年月日　　令和5年10月24日
（３）実施した評価機関の名称　ＮＰＯしまね介護ネット
（４）実施結果の開示状況　　　WAMNETで公表しています。
　　　　　　　　　　　　　　　ホーム内で閲覧ができるようにしています。
　　　　　　　　　　　　　　　浜田地区広域行政組合に報告しています。

令和　　　年　　月　　　日

（事業者）

　                    　　ホーム名　　グループホームさくら

　　　　　　　　　　　　　住　　所　島根県浜田市金城町七条ハ564番地1　

　　　　　　　　　　　　　説明者名　　　　　
      　私は、本書面に基づいて重要事項の説明を受け内容について同意します。
（利用者）

　　　　　 　　　　　　　 住 所　

　　　　　　　　　　　　　氏 名　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　
（署名代行者）

　　　　　　　　　　　    住 所　

　　　　　　　　　　　　　氏 名      　　　　　　　          　　　　　
（利用者の家族等）

　　　　　　　　　　　  　住 所

　　　　　　　　　　　　　氏 名　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　
1

